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１ 計画策定に関する基本的事項 

(1) 計画策定の背景と目的 

住宅は、国民の健康で文化的な生活を実現する上で不可欠な基盤であり、家族

と暮らし、人を育て、憩い、安らぐことのできるかけがえのない空間であるとと

もに、人々の社会生活や地域のコミュニティ活動を支える拠点でもあります。 

しかしながら、低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯など、

住宅の確保に特に配慮を要する者（以下「住宅確保要配慮者」という。）に

ついては、家族構成や身体機能などに応じた適切な規模、構造等を有する賃

貸住宅が十分に供給されていないこと、民間賃貸住宅市場において家賃滞納、

居室内での事故や孤独死、騒音の不安等から入居制限が行われていることな

ど、適切な規模、構造等の賃貸住宅の確保を困難にする特別な事情等が存在

し、その居住水準が比較的低い状況にある場合が少なくありません。 

こうした状況の中、住宅セーフティネットの根幹である公営住宅は、住宅

に困窮する低額所得者に供給してきましたが、立地条件など住宅確保要配慮

者のニーズに対応できない場合もあります。一方、民間住宅の空き家は増加

傾向で、一定の質を確保したものや利便性の高いものもあります。 

そのため、今後は、公営住宅をはじめとする公的賃貸住宅だけでなく民間賃

貸住宅を含めたすべての賃貸住宅を活用することにより、重層的かつ柔軟な住

宅セーフティネットを構築し、すべての県民の安定した居住の確保を図ること

が必要となっています。 

このような状況に鑑み、平成 19 年７月に公布・施行された「住宅確保要

配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（平成 19 年法律第 112

号。以下「住宅セーフティネット法」という。）においては、これら住宅確

保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進を図るため、国及び地方公共団体

の責務等が規定されました。 

このことを受け、本県では、「兵庫県居住支援協議会※５」（現・ひょうご住

まいづくり協議会※31）を設置し、高齢者や障害者、子育て世帯等の入居を拒

まない「ひょうごあんしん賃貸住宅※29」の登録や住宅情報の提供を行うとと

もに、平成 29 年 10 月からは、住宅セーフティネット法第８条に基づき、県

知事、政令市の長又は中核市の長の登録を受けた賃貸住宅（以下「登録住宅」

という。）の確保に向けた取組を推進しているところです。 

また、阪神・淡路大震災では、住まいを失った多数の被災者のニーズに対

応するため、災害復興公営住宅の供給、高齢者の見守りなどハード、ソフト

の両面から支援を行ってきました。 

これらの経緯を踏まえ、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進

と、円滑な入居に向けた取組を効率的かつ効果的に推進するため、賃貸住宅

の供給の目標や供給の促進に必要な事項などを定めた「兵庫県住宅確保要配

慮者向け賃貸住宅供給促進計画」を策定します。 
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(2) 計画の位置付け 

本計画は、住宅セーフティネット法第５条第１項に規定された「都道府県

賃貸住宅供給促進計画」として策定するものです。  

また、「兵庫県住生活基本計画」の重点施策である「誰もが安心して暮ら

せる住まいづくり」等を具体化する計画であり、「兵庫県高齢者居住安定確

保計画」及び「兵庫県老人福祉計画」などとの調和を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 計画期間 

本計画の計画期間は、兵庫県住生活基本計画との整合を図るため、計画策

定日から 2025（平成 37）年度までの８年間とします。  

 

２ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標 

(1) 住宅確保要配慮者の範囲 

本計画における住宅確保要配慮者は、①家族構成や身体機能などに応じた

適切な規模、構造等を有する賃貸住宅が十分に供給されていないこと、②家

賃負担に必要な収入が十分にないこと、③災害によって自らが居住する住宅

を失ったなど高い緊急性を有すること、④家賃滞納、事故、騒音等に対する

不安により貸主から入居を制限される場合があることなど、民間賃貸住宅の

確保を困難にする特別な事情があることから、以下のとおり設定します。 

  

zz zzz 

兵 庫 県 住 生 活 基 本 計 画 
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ア 住宅セーフティネット法に規定されている者 

・低額所得者※22 

・被災者（発災後３年以内）※28 

・高齢者※７ 

・障害者※15 

・子ども（高校生相当以下）を養育している者※９ 

 

イ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規

則に規定されている者 

・外国人※２ 

・中国残留邦人※21 

・児童虐待を受けた者※11 

・ハンセン病療養所入所者等※26 

・ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）被害者※35 

・北朝鮮拉致被害者等※３ 

・犯罪被害者等※25 

・生活困窮者※17 

・矯正施設退所者※４     

・東日本大震災その他の著しく異常かつ激甚な非常災害による被災者※27 

 

ウ 本計画で規定する者 

・ 海外からの引揚者※１ 

・ 新婚世帯※16 

・ 原子爆弾被爆者※６ 

・ 戦傷病者※18 

・ 児童養護施設等退所者※12 

・ ＬＧＢＴ※36 

・ 養護者等による虐待を受けた者※34 

・ 低額所得世帯の学生※23 

・ 住宅確保要配慮者に対して生活支援等を行う者※14 

 

(2) 住宅セーフティネットを巡る現状と課題 

ア 住宅ストックの現状と課題 

(ｱ) 空き家の現状と課題 

・ 平成 25 年住宅・土地統計調査によれば、県内には空き家が約 36 万

戸あり、そのうち賃貸用が約 17 万戸、賃貸・売却用や別荘を除いた

活用見込みのない空き家が約 15 万戸あるとされています。 
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・ 但馬、丹波、淡路などの県内地方部を中心として、将来、世帯数が減

少し、空き家はますます増加する見込みです。 

・ 一方、耐震性があり駅からも近いなど、比較的容易に活用が可能な

空き家も多く存在します。 

 

(ｲ) 公営住宅の現状と課題 

・ 住宅セーフティネットの根幹である公営住宅における応募倍率は、

神戸・阪神地域の都市部では高い状況にあり、希望しても入居でき

ないケースがあります。一方で、県及び県内市町の将来的な人口・

世帯数の減少を踏まえると、今後、公営住宅の大幅な増加は見込め

ない状況です。 

 

イ 住宅確保要配慮者の現状と課題 

(ｱ) 高齢者世帯の現状と課題 

・ 高齢者世帯の増加に伴い、賃貸住宅に居住する高齢者世帯（年金受

給世帯等）が増加しており、今後も増加する見込みです。 

・ 現在は支障なく暮らしている高齢者でも、配偶者との死別により世

帯収入が減少し、家賃負担率が増大するなど、転居を余儀なくされ

る場合も想定されます。 

・ 耐震性等の安全性や居住環境（維持管理の状態、面積、付帯設備な

ど）の面で問題のある低家賃の物件や、孤独死や家賃滞納のリスク

などにより貸主が入居を拒む場合があるなど、高齢者の入居に際し

て問題が発生することもあります。 

 

(ｲ) 住宅確保要配慮者全般の現状と課題 

・ 高齢者世帯のみならず、障害者や外国人、低額所得者等の住宅確保

要配慮者についても、民間賃貸住宅に入居しようとする場合には、

入居拒否や家賃負担等の問題があります。 

・ 地震や水害などの災害時には、一度に多くの被災者が住まいを失い、

多数の住宅を迅速に供給することが必要になります。 

・ 本計画に記載した住宅確保要配慮者以外にも、いつ今の生活基盤が

失われるかわからない不安定な状況の人もおり、これらの人に対し

ても留意しておく必要があります。 

・ 住宅確保要配慮者のそれぞれの状況に応じ、民間賃貸住宅の入居に

向けた相談に加え、入居後の見守り、生活面の支援など、幅広い居

住支援が求められています。 
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・ 現時点において、住宅確保要配慮者の総数や居住実態等の把握は困

難ですが、実態等の把握に向け、引き続き努力する必要があります。 

 

(3) 賃貸住宅の供給目標 

今後増加が見込まれる住宅確保要配慮者のニーズに的確に対応するため、

住宅に困窮する低額所得者には、住宅セーフティネットの根幹である公営住

宅での対応を基本とします。 

加えて、市場において貸主から入居を制限されるなど特別な事情のある人

には、一定の質が確保された民間賃貸住宅を有効活用した登録住宅の供給を

促進します。 

これら公営住宅と登録住宅を一体的に活用した重層的かつ柔軟な住宅セ

ーフティネットの構築に向けて、以下のとおり公営住宅と登録住宅の供給に

関する目標を設定します。 

ア 公営住宅の供給目標 

兵庫県住生活基本計画に定める目標のとおり、2016（平成 28）年度か

ら 2025（平成 37）年度までの県内の公営住宅の供給目標（空き家募集、

新設及び建替え等の戸数の合計）を 50.4 千戸とします。 

 

イ 登録住宅の供給目標 

2025（平成 37）年度末までに７千戸を登録の目標とします。 

なお、本目標は制度の運用状況等をみながら、必要に応じて見直すも

のとします。 

 

３ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に必要な事項 

(1) 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進 

ア 公営住宅ストックの有効活用 

・ 既存住宅ストックについて、建替えや改修などの適切な手法により、耐震

性の確保や居住水準の向上、バリアフリー化などを推進するとともに、

県営住宅においては、集会所や空き家、児童遊園等を有効活用し、子育

て世帯を支える環境づくりを行います。 

・ 多様な住宅困窮世帯の居住の安定を図るため、高齢者、障害者、ＤＶ

被害者、特定疾患傷病者、犯罪被害者等の世帯を対象に、優先入居な

どによる適切な住宅の提供を行います。 

・ 世帯人数と住宅規模のミスマッチや加齢、入居者の身体上の理由によ

る住み替えなど、一定要件のもとでの住宅交換制度を適切に運用する
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とともに、高齢単身者や夫婦世帯に対しては、高齢者向け住宅（シル

バーハウジングや高齢者世帯向け特定目的住宅）への誘導を行うなど、

入居者ニーズに対応した住宅の提供を進めます。 

・ 障害者の入所施設・精神科病院からの地域移行等を進めるため、公営

住宅を活用したグループホームの供給を推進します。  

 

イ 公社住宅の活用 

・ 兵庫県住宅供給公社（以下「公社」という。）の既存賃貸住宅ストック

を活用するため、建替えや耐震改修等を計画的に行い、適正な維持管

理を推進するとともに、住戸内バリアフリー化や高齢者見守りサービ

スの導入を検討し、高齢者等の居住の安定確保を図ります。 

・ 若年単身者を含めた住宅確保要配慮者を受け入れるなど、公営住宅の

セーフティネット機能の補完を図ります。 

・ 空き家への高齢者支援施設の誘致や建替時の子育て支援施設の誘致な

どを行うとともに、福祉施設等の従事者へ住宅を提供するなど、少子

高齢社会への対応を推進します。 

 

ウ 都市再生機構との連携 

・ 独立行政法人都市再生機構（以下「ＵＲ」という。）においては、超高

齢社会に対応した既存住宅ストックのバリアフリー化や、高齢者向

け・子育て世帯向け住宅の供給、親族との近居・若年層・子育て世帯

への入居促進支援策の導入などが行われており、それらの取組が有効

に活用されるよう、連携を図っていきます。 

 

(2) 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進 

ア 登録住宅・登録事業者に関する事項 

(ｱ) 入居を拒まない賃貸住宅の登録促進 

住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅として、県・政令市・中

核市に貸主が登録する制度を推進します。 

 

(ｲ) 登録住宅の立地の安全性確保 

住宅確保要配慮者の生命や財産等を守るため、以下の区域内に立地す

る住宅については登録できないものとします。 

① 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成

12 年法律第 57 号）第９条第１項に規定する土砂災害特別警戒区域 
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② 地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第３条第１項に規定する地す

べり防止区域 

③ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）

第３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域 

④ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 39 条第１項に規定する災害危険

区域 

⑤ 津波防災地域づくりに関する法律（平成 23 年法律第 123 号）第 72 条第 1

項に規定する津波災害特別警戒区域 

 

(ｳ) 登録住宅の普及に向けた取組 

・ 登録住宅の普及を図るため、不動産関係団体等を通じた民間賃貸住

宅の貸主に対する広報活動を実施するとともに、不動産業者や福祉

団体等を対象とした研修会等を開催します。 

・ ひょうごあんしん賃貸住宅として登録されている住宅等がセーフテ

ィネット法に基づく登録住宅に移行されるよう、協力店を通じて貸

主に働きかけます。 

・ 登録住宅については、市町や不動産業者、福祉団体等が実施する住

宅相談や入居あっせん等を通じて、入居を希望する住宅確保要配慮

者に情報提供します。 

・ 住宅確保要配慮者専用住宅の改修や家賃低廉化、家賃債務保証料の低

減に係る貸主等への補助を行う市町に対し、財政支援を行います。 

・ 公社は、住宅セーフティネット法第 18 条に基づき、貸主等の委託に

応じて、住宅確保要配慮者専用住宅の整備・管理を引受けるなど、

安心して住宅を提供できる環境づくりを推進します。 

・ 民間賃貸住宅のストックが少ない県内地方部を中心に、持ち家の戸

建て空き家を活用した賃貸住宅の登録を促進します。 

  

(ｴ) 登録事業者に対する指導監督 

・ 登録事業者の適切な制度の運用を促進するため、「住宅セーフティネ

ット制度 大家向けマニュアル」（兵庫県居住支援協議会作成）等を

活用し、住宅確保要配慮者の入居制限を行わないよう、登録事業者

への普及啓発を図ります。 

・ 住宅セーフティネット法に基づき、登録住宅の管理の状況について、

必要に応じて報告を求め、登録基準に適合しない場合には必要な措

置を取るよう指示するなど、指導監督を適切に行います。 
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イ 居住支援の取組に関する事項 

(ｱ) 居住支援協議会の活動推進 

・ 県、市町、不動産関係団体及び居住支援団体等が連携し、住宅確保

要配慮者及び民間賃貸住宅の貸主に住宅情報の提供等の支援を行う

兵庫県居住支援協議会の活動を活性化し、住宅確保要配慮者の民間

賃貸住宅への円滑な入居の促進を図ります。 

・ 兵庫県居住支援協議会の活動等を通じて先進的な取組事例の収集に

努めるとともに、市町や各専門委員会、その所属団体との情報共有

等を図り、実施施策等の連携を行います。 

・ 市町は、地域の実状を踏まえ、住宅確保要配慮者に対するきめ細か

な支援を行うため、居住支援協議会を設立するものとします。 

・ 住宅確保要配慮者の居住実態の把握や多様なニーズに応じた取組の

推進、情報共有を図るため、関係団体等に対し、居住支援協議会へ

の参加について幅広く呼びかけます。 

 

(ｲ) 居住支援法人制度の活用等 

・ 住宅セーフティネット法に基づく「居住支援法人制度」の活用によ

り、住まい探しや家賃債務保証※32、安否確認、残存家財の処理など

の取組を促進し、住宅確保要配慮者の円滑な入居と入居後の生活の

安定を図ります。 

・ 居住支援法人による支援業務の公正かつ的確な実施を確保するため、

必要に応じ、住宅セーフティネット法に基づく報告聴取、検査、監

督命令等の指導監督を適切に行います。 

・ 住宅確保要配慮者の入居や入居後の生活を支援する団体による活動の

活性化や団体間の連携強化を図るとともに、多様な活動分野に取り組

む人材の育成を促進します。 

 

(ｳ) 民間賃貸住宅に関する情報の提供 

・ 高齢者、障害者、外国人等が入居制限を受けることなく、市場を通

じてニーズに応じた住まいを円滑に確保できるよう、県が登録する

ひょうごあんしん賃貸住宅について、情報提供します。  

・ 住宅確保要配慮者からの相談に的確に対応するため、県の総合窓口で

あるひょうご住まいサポートセンター※30で相談を受け、必要に応じて

内容にふさわしい専門窓口に情報を繋げます。また、地域の実状を踏

まえた対応を行うため、市町ごとの相談窓口の設置を促進します。 
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・ 兵庫県国際交流協会のホームページ内の「ひょうご暮らしの情報」

等により、住まいの探し方など、外国人が県内で暮らすための基本

的な情報の提供を行います。 

 

(ｴ) 福祉サービス等と連携した居住支援の促進 

・ 地域包括ケアシステム※20の考え方に基づき、住宅確保要配慮者が可能

な限り住み慣れた地域で、安心して暮らし続けられるよう、民間事業

者等との連携による見守り体制を強化するとともに、地域の住民やボ

ランティアによる高齢者見守り活動への支援などを行います。 

・ 福祉部局等で知り得た住宅確保要配慮者の居住実態等に関する情報を

住宅部局に繋ぐとともに、登録住宅の情報や入居後の生活支援、福祉

部局の支援制度など、住宅確保要配慮者に必要な情報を併せて提供す

るため、高齢者の身近な相談先である地域包括支援センター※19等と市

町や不動産関係団体等の住宅相談窓口等が相互に連携を図ります。 

・ 住宅確保要配慮者の個々の事情に応じて、福祉施策と連携したきめ

細かな対応を行うため、「住宅確保要配慮者への支援に関する庁内連

絡会議」などを通じ、各要配慮者の支援部局と緊密に連携を図って

いきます。 

・ 身体機能の低下にも対応できる住宅性能と、安否確認や生活相談、

介護や医療を含む高齢者居宅生活支援サービス※８の提供が一体とな

ったサービス付き高齢者向け住宅※10 などの供給を促進し、高齢者が

自立して生活できる環境を提供します。 

 

(ｵ) 賃貸住宅への円滑な入居を促進する制度の普及啓発 

・ 連帯保証人の確保が困難な住宅確保要配慮者の入居を支援するため、

国が実施する「家賃債務保証業者の登録制度※33」の情報を貸主・借

主双方に対し周知します。 

・ 「住宅扶助費の代理納付」が適切に運用され、生活保護受給者の入

居が円滑に行われるよう、登録事業者が保護の実施機関に被保護者

に関する情報提供を行う制度※24の周知に取り組みます。 

・ 高齢者の居住の安定を確保するため、高齢者が終身にわたり安心し

て住み続けられる「終身建物賃貸借制度※13」の普及を図ります。 
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ウ 災害、事故などの緊急時の居住安定の確保 

(ｱ) 被災者の居住安定確保に向けた取組 

・ 災害の発生後、迅速に被災者が入居できる住宅を確保するため、Ｕ

Ｒや公社に加えて、民間賃貸住宅を活用するとともに、すぐにでも

使える賃貸住宅ストックとして、住宅セーフティネット法に基づく

登録を促進します。 

・ 被災者の心のケアや入居後のサポート等を行うため、孤立する恐れ

のある高齢者等の見守りやコミュニティ形成の支援に努めます。 

 

(ｲ) 住む場所を失った人の居住安定確保に向けた取組 

・ 失業やＤＶ被害等により、思いがけず今ある住まいを失った場合で

も、速やかに新たな住まいに入居でき、状況に応じた必要な支援が

受けられるよう、各要配慮者の支援部局と連携し、登録住宅のあっ

せんや居住支援の取組を行います。 

 

(3) 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化 

ア 民間賃貸住宅の性能の向上 

・ 住宅の安全性等を向上させるため、市町と連携して、バリアフリー化や

耐震化、防音対策などの改修に係る費用について財政支援を行います。  

 

イ 民間賃貸住宅の貸主等への啓発 

・ 民間賃貸住宅において、年齢や障害、国籍等の理由による不当な入居

差別が起きないよう、不動産業者や貸主への啓発を行います。  
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《 居住支援協議会 》 

入 居 

〈円滑入居を促進する制度〉 

・家賃債務保証業者の登録制度 

・保護実施機関への情報提供制度 

・終身建物賃貸借制度 

〈国と地方による補助制度〉 

・住宅改修費補助 

・家賃低廉化補助 

・家賃債務保証低廉化補助 

 
地方公共団体 

(県・政令市等) 
 

 

要配慮者の入居 

を拒まない住宅 

連携 

居住支援団体 

(居住支援法人､ＮＰＯ､ 

社会福祉法人､宅建業者等) 

 
○ 持ち家に関する支援制度 

・ひょうご住まいの耐震化促進事業（住宅の耐震化補助） 

・人生いきいき住宅助成事業（住宅のバリアフリー化補助） 

 ○ 既存住宅の流通に関する取組 

・インスペクション普及支援事業（既存住宅の現況調査費補助） 

・ひょうごあんしん既存住宅表示制度（売買広告へのマーク表示） 

・空き家活用支援事業（機能回復、設備改善に係る工事費補助） 

〈住宅関連補助制度等〉 

登録事業者、住宅確保要配慮者への支援イメージ 

 

貸 主 

(登録事業者) 

 

借 主 

（住宅確保要配慮者） 

福祉系･不動産系 

の関係団体等 
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13 
 

関連用語集（案） 

 

（か行） 

１ 海外からの引揚者 引揚者給付金等支給法（昭和三十二年法律第百九号）第３条の規定により

厚生労働大臣の認定を受けている者 

２ 外国人 日本の国籍を有しない者 

３ 北朝鮮拉致被害

者等 

北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律（平成十四年

法律第百四十三号）第二条第一項第五号に規定する帰国被害者等 

４ 矯正施設退所者 更生保護法（平成十九年法律第八十八号）第四十八条に規定する保護観察

対象者若しくは売春防止法（昭和三十一年法律第百十八号）第二十六条第

一項に規定する保護観察に付されている者又は更生保護法第八十五条第

一項（売春防止法第三十一条の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）に規定する更生緊急保護を受けている者 

５ 居住支援協議会 住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅等に円滑に入居できるよう支援するため

に、地方公共団体、宅地建物取引業者、賃貸住宅を管理する事業を行う者、

居住支援に係る支援を行う団体等により組織された公民連携の協議会 

６ 原子爆弾被爆者 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成六年法律第百十七号）第

十一条第一項の規定により、厚生労働大臣の認定を受けている者 

７ 高齢者 原則として満 60 歳以上の者 

８ 高齢者居宅生活

支援サービス 

高齢者がその居宅において日常生活を営むために必要な保健医療サービ

ス及び福祉サービス 

９ 子どもを養育 

している者 

子ども（18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にある者）を養

育している者（ひとり親も含む。） 

（さ行） 

10 サービス付き 

高齢者向け住宅 

高齢者の居住の安定を確保することを目的として、バリアフリー構造等を

有し、介護・医療と連携し高齢者を支援するサービスを提供する住宅 

11 児童虐待を受け

た者 

児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号）第二条に規

定する児童虐待を受けた者 

本用語集の番号は、計画本文の※後の番号に対応しています。 
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12 児童養護施設等 

退所者 

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第四十一条に規定する児童

養護施設、同法第四十四条に規定する児童自立支援施設又は同法第四十三

条の二に規定する児童心理治療施設を退所した者並びに同法第六条の三

第一項に規定する児童自立生活援助事業による支援を受けた者で、自立し

た生活を行っている（又は行う予定である）もの 

13 終身建物賃貸借

制度 

「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づき、高齢者が賃貸住宅に

安心して住み続けられる仕組みとして、バリアフリー化された住宅を高齢

者の終身にわたって賃貸する事業を行う場合に、知事の認可を受けて、借

主が死亡したときに賃貸借契約が終了する（賃借権が相続されない）旨を

定めることができる制度 

14 住宅確保要配慮者

に対して生活支援

等を行う者 

生活支援等を行うために住宅確保要配慮者と同居又は近居する必要のあ

る者 

15 障害者 障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第二条第一号に規定する、身

体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害

（以下「障害」と総称する。）がある者であつて、障害及び社会的障壁により

継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの 

16 新婚世帯 婚姻の届出の日（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

場合にあっては、これに相当する日として知事が別に定める日）から５年以

内の者及びその家族（婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者及びその家族を含む。）又は婚姻予約が成立した男女及びその家族 

17 生活困窮者 生活困窮者自立支援法（平成二十五年法律第百五号）第三条第二項第三号

に規定する事業による援助を受けている者 

18 戦傷病者 戦傷病者手帳の交付を受け、恩給法（大正十二年法律第四十八号）別表第

一号表ノ二の特別項症から第六項症まで又は同法別表第一号表ノ三の第

一款症の障害のある者 

（た行） 

19 地域包括支援 

センター 

①介護予防ケアマネジメント業務、②総合相談支援業務、③権利擁護業務、

④包括的・継続的ケアマネジメント支援業務を一体的に実施するため、市

町又は地域包括支援事業の委託を受けた法人が設置する機関。介護サービ

ス事業者やその団体の代表者、利用者や被保険者の代表者、学識経験者等

で構成される地域包括支援センター運営協議会の意見を踏まえて適切、公

正かつ中立な運営の確保が求められている。 
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20 地域包括ケアシ

ステム 

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年を目途に、重度な要介護状態となっ

ても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることが

できるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される

体制のこと。 

21 中国残留邦人 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成六年法律第三十号）第十

四条第一項に規定する支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び

永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法律（平成十九年

法律第百二十七号）附則第四条第一項に規定する支援給付を含む。）を受

けている者 

22 低額所得者 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則

第一条に規定する収入が 15.8 万円を超えない者 

23 低額所得世帯の

学生 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則

第一条に規定する収入が 15.8 万円を超えない高校生、大学生、大学院生、

短大生、高専生又は専門学校生で、独立して又は低額所得者である親族か

らの仕送り等で生計を営もうとする単身者 

24 登録事業者が保

護の実施機関に被

保護者に関する情

報提供を行う制度 

住宅セーフティネット法第 21 条第１項及び第２項に基づき、被保護入居

者が家賃等の請求に応じない場合などに、登録住宅の貸主から生活保護の

実施機関に対し、生活保護受給者の家賃滞納等に係る情報提供を行い、実

施機関が事実確認及び代理納付の要否の判断を適時適切に行う制度 

（は行） 

25 犯罪被害者等 犯罪被害者等基本法（平成十六年法律第百六十一号）第二条第二項に規定

する犯罪被害者等 

26 ハンセン病療養

所入所者等 

ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律（平成十

三年法律第六十三号）第二条に規定するハンセン病療養所入所者等 

27 東日本大震災そ

の他の著しく異常

かつ激甚な非常災

害による被災者 

著しく異常かつ激甚な非常災害として国土交通大臣が指定する災害であ

って発生した日から起算して国土交通大臣が定める期間を経過していな

いものにより滅失若しくは損傷した住宅に当該災害が発生した日におい

て居住していた者又は当該災害に際し災害救助法（昭和二十二年法律第百

十八号）が適用された同法第二条に規定する市町村の区域（国土交通大臣

が定めるものを除く。）若しくはこれに準ずる区域として国土交通大臣が

定めるものに当該災害が発生した日において住所を有していた者 
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28 被災者 災害（発生した日から起算して三年を経過していないものに限る。）によ

り滅失若しくは損傷した住宅に当該災害が発生した日において居住して

いた者又は災害に際し災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号）が適用

された同法第二条に規定する市町村の区域に当該災害が発生した日にお

いて住所を有していた者 

29 ひょうごあんしん

賃貸住宅 

高齢者、障害者、外国人、子育て世帯いずれか一つ以上の属性を受け入れ

ることとして、ひょうご住まいづくり協議会に登録された民間賃貸住宅 

30 ひょうご住まい

サポートセンター 

県民の多様な住まいニーズに対応可能なワンストップサービス機能の構

築を目指し、公益財団法人兵庫県住宅建築総合センターが運営する無料相

談センター 

31 ひょうご住まい

づくり協議会 

兵庫県内の地方公共団体と住宅政策に関係する団体等との連携により総

合的な住宅政策を推進し、県民の豊かな住生活の実現に寄与することを目

的に地域住宅事業、居住支援事業、既存住宅活用事業、空き家対策事業を

はじめとする事業を行っている団体 

（や行） 

32 家賃債務保証 借主が賃貸住宅に入居する際、保証人に代わる第三者（民間保証会社等）

が家賃の支払いを保証し、賃貸住宅への入居を支援する仕組み 

33 家賃債務保証業者

の登録制度 

適正に家賃債務保証の業務を行うことができる者として一定の要件を満

たす家賃債務保証業者を国が登録し、その情報を広く提供する制度 

34 養護者等による

虐待を受けた者 

養護する立場の者や関連する福祉施設、医療施設等の従事者や使用者か

ら、虐待を受けた者 

（英字） 

35 ＤＶ被害者 配偶者や交際中の相手から暴力の被害を受けている者（生活の本拠を共

にしているかは問わず、更なる暴力を受けることを防止するために自主

的に避難している者を含む。） 

36 ＬＧＢＴ レズビアン、ゲイ、バイセクシャル、トランスジェンダーの略 

 

 
 


